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⑰ 別表１番号２０【２０２４年１月２６日】：Cath Kidston の使

用は商標の不正使用である

米国アマゾンは、原告が出品登録した Cath Kidston 社の真正

品３０３点のうち、２０２１年に出品し、以降販売していない

１点のみを抽出し、商標の不正使用を警告。原告商品を削除す

る不法行為を行った。 

ア 被告はプラットフォーマーの地位を濫用し、被告の競合

である原告のみを排除した（排除型私的独占）

被告自ら、本件ストアにおいて販売者として、Cath 

Kidston（キャスキッドソン）のブランドストアを運営し

ている（甲１７４）。 

原告以外の出品者が販売する当該ブランド商品につい

ては、購入者がカスタマーレビューの中で、自身がフリ

マサイトで販売していた商品を無断転売していたと糾弾

し、同ブランドを「ノーブランド品」で登録していて

も、被告はクリックすればすぐに購入できるようおすす

めし（甲１７５の１）、また原告が過去に２７８０円で販

売していた商品と同じ商品を、１９８００円で販売して

いる無在庫転売業者も、１０万点以上の商品を本件サイ

トで出品登録し、被告の圧倒的な品揃えに協力している

ことから、同じくおすすめするなど（甲１７５の２）、問

題なく販売を続けている。 

イ 被告は商標の不正使用を通知した権利所有者を開示せ

ず、原告に対し、優越的地位の濫用規制において、合理

的な範囲を超える不利益を与えた

原告が Cath Kidston 社の商標について調査したとこ

原告第１２準備書面（2024年4月16日提出）
抜粋（３６－４７頁）
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ろ、原告が当該真正品を購入した２０２１年に Cath 

Kidston 社を運営していたのは英国の CK Acquisitions 

Limited （シーケー アクイジションズ リミテッド）で

あり、経営破綻後、同社の管財人 PwC は２０２３年３月

２８日、ブランド名、ウェブストア、知的財産権を NEXT 

RETAIL LIMITED に売却した13。CK Acquisitions Limited

の英国の商業登記の閲覧14などから、英国15、EU16、シン

ガポール17など世界各国に知的財産権が存在し、権利所

有者も NEXT RETAIL LIMITED に変更されていた。 

日本における権利所有者は、日本の商標登録は「シー

ケー アクイジションズ リミテッド」のままであり、国

際登録は２０２４年２月８日に「シーケー アクイジショ

 
1 3  PwC Our Work CK Acquisit ions Limited
（ https://www.pwc.co.uk/services/business-restructuring/administrations/ck-
acquis it ions-
l imited.html#:~:text=On%2028%20March%202023%2C%20Zelf ,Limited%20to%20
Next%20Retai l%20Limited.  2024 年 3 ⽉ 30 ⽇ 最 終 閲 覧 ）  
1 4 GOV.UK Companies  House CK ACQUISITIONS LIMITED Company number 
12528955 Charge code1252 8955 0005 PDF (https://find-and-update.company-
information.service.gov.uk/company/12528955/charges/JRtzmocCq3cFY1i5AiJ_N
NHxHJQ 2024 年 3 ⽉ 31 ⽇ 最 終 閲 覧 ）  
1 5 GOV.UK Intel lectual  Property Office Cath Kidston 
(https://trademarks. ipo.gov.uk/ipo-tmcase/page/Results/1/UK00915020332 2024
年 3 ⽉ 31 ⽇ 最 終 閲 覧 ) 
1 6  EUIPO Cath Kidston 
(https://euipo.europa.eu/eSearch/#basic/1+1+1+1/100+100+100+100/Cath%20K
idston 2024 年 3 ⽉ 31 ⽇ 最 終 閲 覧 ) 
1 7  IPOS Digita l  Hub 
(https://digitalhub.ipos.gov.sg/FAMN/eservice/IP4SG/MN_TmSimilarMarkSearch 
2024 年 3 ⽉ 31 ⽇ 最 終 閲 覧 ) 
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ンズ リミテッド」から NEXT RETAIL LIMITED に変更され

た18。 

原告は上記調査、及び以下の理由から、被告自らブラ

ンドレジストリーを濫用し、原告を狙い撃ちにした恣意

的な警告であることを主張する。 

（１）経営破綻した CK Acquisitions Limited が、自

社が 2 年以上前に販売した商品の並行輸入品に

対し、商標の不正使用を警告する理由がない。 

（２）当該商品は既に廃盤となっており、現在の権利

所有者である NEXT RETAIL LIMITED が運営する

Cath Kidston 社の商品展開にも同一商品はな

い。NEXT RETAIL LIMITED が並行輸入品の排除

を目的に商標の不正使用を警告するなら、自社

の利益確保のために行われるものであるから、

本件ストアで販売されている競合商品を含むす

べての商品に対して発せられるものである。原

告が過去に販売した Cath Kidston 社商品１点

のみに警告を行い、同ブランドより入手した真

正品の登録商品合計３０３点すべてに及んでい

ないことはこれまでに主張したとおりである。 

（３）被告は知的財産権侵害通知を行った翌日までに

対応せよと、権利者の開示もなく、権利者に対

して異議申し立ての機会も与えず（原告第７準

 
1 8  J  PlatPat  （ https://www.j-platpat. inpit .go. jp/h0020 2024 年 3 ⽉ 31 ⽇ 最 終 閲
覧 ）  
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備書面４頁４（２））、一方的に削除し、並行輸

入品の排除を完了した。 

ウ 被告は原告が過去に販売していた Cath Kidston 社商品を

商標の不正使用として削除する一方、自ら、原告の販売

していた Cath Kidston 社商品を、原告の作成した Cath 

Kidston 社商品カタログで販売している 

原告の仕入れ先は同じであるため、１点の真正品に対

して商標の不正使用を警告するなら、原告が商品登録し

た３０３点すべての商品が商標の不正使用の対象となる

のは、被告が行った別表１番号１８及び１９の警告事例

からも明らかである。 

しかしながら、本書面５の②で指摘したように、当該

ブランド商品についても、原告が作成したカタログを利

用し、他の出品者が問題なく販売を継続している（甲１

７６）。 

また被告は、２０２３年１１月２日、当該警告とは別

商品である、原告が２９８０円で販売していた Cath 

Kidston 社のエコバッグ１点を被告倉庫内で破損し、被

告が相応であるとする１９２９円を返金したと通知し

た。なお、この被告による一方的な買取価格が妥当なも

のであるかについては、今後提出する準備書面で主張を

行う。 

被告が買い取ったエコバッグ商品は、２０２４年１月

１１日に在庫切れとなり、その直後の２０２４年１月２

６日、被告はこのエコバッグとは別の過去に販売してい

た Cath Kidston 社の商品である当該別表１番号２０に警
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告を発し、翌日には別表１番号２０のみを出品削除し

た。 

被告は、破損による販売不可とし、買い取った商品に

ついて具体的にどういう不備があったのか、原告のみな

らず、購入を検討する消費者に対しても、「Amazon アウ

トレットのデメリットである」と指摘される瑕疵説明を

行わず（甲１７７）、被告自らが運営する Cath Kidston

社のブランドストアではなく、原告の作成した商品カタ

ログにおいて、８８１円のアウトレット品として販売し

ている（甲１７８）。 

原告が過去に販売していた商品を商標の不正使用であ

ると警告し、その原告が販売していた商品、且つ破損し

販売不可として買い取った商品を、「中古商品：ほぼ新

品」として被告自ら販売している行為は、Cath Kidston

社の意思に基づいて流通過程に置かれたものとは到底認

められず、商標権を侵害する不法行為（商標法３９条 

過失の推定）であり19、被告のブランド保護において積

極的に出品停止を講じているという主張20に相反する。 

 
1 9  ⼀ 般 社 団 法 ⼈ 発 明 推 進 協 会  知 的 所 有 権 判 例 ニ ュ ー ス  1996-2「 サ ン プ ル 品 、 キ
ズ 物 等 の 販 売 が 商 標 権 を 侵 害 す る と 認 め ら れ た 事 例 」  
（ https://www.hanketsu. j i i i .or . jp/hanketsu/jsp/hatumeisi/news/199602news.html 
2024 年 3 ⽉ 31 ⽇ 最 終 閲 覧 ）  
2 0 「 被 告 に お い て 、 出 品 さ れ て い る 商 品 が 第 三 者 の 知 的 財 産 権 を 侵 害 し た り 知 的
財 産 ポ リ シ ー に 違 反 し た り し て い る こ と （ 以 下 で は 、 出 品 さ れ て い る 商 品 が 偽 造 品
で あ っ た 場 合 を 例 に 説 明 す る 。） の 完 全 な 確 証 が 得 ら れ て か ら で な い と 出 品 を 停 ⽌
で き な い と す る と 、 そ の 確 証 を 得 る た め の 調 査 や 確 認 を し て い る 間 に 、 偽 造 品 の 販
売 が 拡 ⼤ し て し ま い 、 ブ ラ ン ド オ ー ナ ー の 権 利 が さ ら に 侵 害 さ れ た り 、 甚 ⼤ な 被 害
が ⽣ じ た り す る お そ れ が あ る 」（ 被 告 準 備 書 ⾯ （ 2） 6 ⾴ ）  
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セラーフォーラムでは、被告が販売するアウトレット

品で差し押さえた偽造品が転売されていると指摘されて

おり（甲１７９）、消費者が被害を受ける事例も少なくな

いことを付言する。 

エ ブランドレジストリーという被告に都合よく作られた私

法を運用しており、自らに知的財産権侵害が及ばない 

原告は別表１番号７において、Little My と誤表記を

したため、被告から商標の不正使用を警告された。 

被告は Cath Kidston 社のブランド名に、「キャス・キ

ッドソン」と使用しており（甲１８０）、Cath Kidston

社はこのような中黒を使用した呼称は登録しておらず、

J-PlatPat の商標検索においても、「キャス・キッドソ

ン」に該当商標がない。つまり、商標法第４条第１項第

１１号においては混同を生ずるおそれがある、類似の商

標の登録は認めておらず、被告自らが商標の不正使用を

行い、Cath Kidston 社の知的財産権を侵害している。 

当書面３１頁、⑭のウで主張したように、本来保護す

べき Cath Kidston 社のブランドが、被告が運用するブラ

ンドレジストリーではアマゾンブランドをメインとする

サブカテゴリー扱いのため、知的財産権侵害が被告には

及ばない。つまり、プラットフォーマーとしてアルゴリ

ズムを狡猾に運用し、権利行使を行っているのは販売者

でもある被告であり 、プラットフォーマー及び販売者で

ある自身を除く出品者に対し、自らの裁量で権利行使を

行うという不法行為を行い、被告が行う不法行為に対し

て通報するのは米国アマゾンの出先機関である被告法務
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部である。法務部とは名ばかりの従業員の寄せ集めで裁

量権がなく、米国アマゾンにお伺いを立てないと解決で

きないため、国内の商標が優先的に守られないばかり

か、原告同様に困り果てて弁護士や弁理士に相談し、「こ

れで出品停止ですか？」と驚かれるなど、被害を受けて

いる出品者も多い（甲１８１の１及び２）。自らに都合が

悪くなると一方的に出品規約を書き換え（原告第３準備

書面１４頁のイ）、出品規約で販売禁止にしている商品も

自らにのみ販売できる特権を適用し（甲１８２）、また法

を無視して出品者の証拠品を破棄する（原告第１１準備

書面）、出品者から「非課税で買い取り販売する行為は脱

税行為だ」と指摘されるなど（甲１７９）、暴挙を行って

いる。 

 

オ 被告が自ら販売している Cath Kidston 社商品は、公正競

争規約(景品表示法第 31 条に基づく協定又は規約)21の目

的に反するものであり、一般消費者に不利益を与えてい

る 

被告が販売している商品（甲１８０）は商標の不正使

用のみならず、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律（以下「薬機法」という）

に該当する海外化粧品（ハンドクリーム等）であり、商

品についての説明や成分情報などもなく、商品到着まで

 
2 1  消 費 者 庁  公 正 競 争 規 約  
（ https://www.caa.go. jp/policies/policy/representation/fair_label ing/fair_competi
t ion_code 2024 年 4 ⽉ 8 ⽇ 最 終 閲 覧 ）   
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１－２か月かかるとするが、被告自ら「おすすめ出品」

として販売を行っている。 

Cath Kidston 社のヘルスケア商品は国内生産されてお

らず、原告は、被告が国との裁判で主張した、本件スト

アで購入を検討する「健全な常識を有する一般消費者」22

として同じ商品を検索したが、同一商品は見つからず、

一体どういう成分のもので、どこの国から届くのか不明

である。 

独立行政法人国民生活センターは消費者に対し、販売

ストアの記載内容をよく確認した上で購入の判断をし、

「消費者がインターネット通信販売を利用して商品を購

入する際、販売者が海外の事業者（越境供給者）である

との認識がないまま注文し、国内の代理店等を介さず、

海外から直接、商品が届くケースがある」との注意喚起

を行っており23、事実、被告の系列会社である英国アマゾ

 
2 2  脚 注 1 裁 判 所  同 事 件   
被 告 は 以 下 の よ う な 主 張 を ⾏ っ て い る 。  
「 健 全 な 常 識 を 有 す る ⼀ 般 消 費 者 は 、 通 常 、 本 件 表 ⽰ ③ を 含 む 商 品 詳 細 ペ ー ジ だ け
で は な く 、 様 々 な 情 報 源 か ら 参 考 と な る 情 報 を 収 集 し て お り 、 本 件 商 品 ⑤ の 価 格 の
み な ら ず 、 他 の Ｅ も 含 め た Ｅ の ⼀ 般 的 な 価 格 ⽔ 準 が ど の 程 度 の も の か に つ い て ⼗ 分
な 常 識 や 知 識 を 有 し て い た と い え る の で あ り 、 健 全 な 常 識 を 有 す る ⼀ 般 消 費 者 に と
っ て 、 本 件 表 ⽰ ③ に お け る 「 参 考 価 格 」 が 桁 違 い の 過 誤 で あ る こ と が 明 ら か で あ っ
た と い う こ と が で き る 。」（ 60 ⾴ 21− 61 ⾴ 1 ⾏ ⽬ ）
（ https://www.courts.go. jp/app/fi les/hanrei_jp/404/089404_hanrei .pdf  2024 年 4
⽉ 4 ⽇ 最 終 閲 覧 ）  
2 3 独 ⽴ ⾏ 政 法 ⼈ 国 ⺠ ⽣ 活 セ ン タ ー  報 道 発 表 資 料  令 和 ５ 年 ９ ⽉ ６ ⽇  「 個 ⼈ 輸
⼊ し た 医 薬 品 、 化 粧 品 等 に ご 注 意 ！ ‐ イ ン タ ー ネ ッ ト 通 信 販 売 で 購 ⼊ し た 美 ⽩ ク リ
ー ム で ⽪ 膚 障 害 が 発 ⽣ ‐ 」（ https://www.kokusen.go. jp/pdf/n-20230906_1.pdf 
2024 年 4 ⽉ 8 ⽇ 最 終 閲 覧 ）  
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ンは Cath Kidston 社のヘルスケア製品を販売し、日本に

配送を行っている（甲１８３）。 

被告は、ブランド保護の施策にはブランド品を購入し

ようとするカスタマー保護も含まれ、商品説明や画像を

含む「商品の詳細」は、商品登録の際に必要となる情報

であり24、掲載が不正確な場合、保護のために速やかな措

置をとる権利を有すると強調する25。 

被告に対して言い渡された国との裁判においても、裁

判所は被告に対し、「商品を購入しようとする一般消費者

にとっては、通常は、商品に付された表示という外形の

みを信頼して情報を入手するしか方法はなく、そのよう

な一般消費者の信頼を保護する必要がある」26、また

「（インターネット上の小売り業者に対し）、小売業者

が、インターネット上で自ら商品を販売する際の当該商

品の情報に係る表示について、法令に適合した情報を表

示すべき義務を負わない旨又は法令に適合した情報を表

示すべき義務が免除される旨の法令上の規定も見当たら

 
2 4  商 品 の 詳 細 ： 商 品 の 詳 細 に は 、 商 品 名 、 ブ ラ ン ド 、 カ テ ゴ リ ー 、 商 品 説 明 、 画
像 な ど の 項 ⽬ が 含 ま れ ま す 。 購 ⼊ 者 は こ れ ら の 詳 細 情 報 を ⾒ て 、 出 品 さ れ て い る 商
品 が ど の よ う な 商 品 か を 確 認 し ま す （ ⼄ 12、 ２ ⾴ ）  
2 5 「 Amazon は 、 サ ー ビ ス 利 ⽤ 者 の 取 引 を 即 座 に 停 ⽌ し 、 サ ー ビ ス へ の ア ク セ ス を
阻 ⽌ も し く は 制 限 し 、 ま た 掲 載 が 不 正 確 な 商 品 、 分 類 が 不 適 切 な 商 品 、 違 法 な 商 品
そ の 他 適 ⽤ さ れ る プ ロ グ ラ ム ポ リ シ ー に よ り 禁 ⽌ さ れ る 商 品 へ の ア ク セ ス 、 ま た は
そ れ ら の 利 ⽤ を 制 限 す る た め の 措 置 を 講 じ る 権 利 を 有 し ま す 」（ 被 告 準 備 書 ⾯
（ ２ ） 脚 注 ４ ）  
2 6 脚 注 1 裁 判 所  同 事 件  81 ⾴ 18− 21 ⾏  
(https://www.courts .go.jp/app/fi les/hanrei_jp/404/089404_hanrei .pdf  2024 年 4
⽉ 2 ⽇ 最 終 閲 覧 ) 
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ない」27と述べている。 

国内で流通される化粧品（輸入販売を含む）について

は、事業者または事業者団体が、公正取引委員会及び消

費者庁長官の認定を受け、景品表示法第 31 条に基づく規

定又は規約に基づき、公正競争規約28として、表示又は

景品類に関する事項を自主的に設定した業界のルール29

を定めている。その中には、一般消費者の利益を保護す

るため、商品・サービスの選択に必要な情報が正しく提

供されること、広告やカタログに必ず表示すべきことな

どを取り決め、一般消費者がより良い商品・サービスを

安心して選ぶことができる環境作りのための大切な役割

を担っているとする。しかしながら、事業者又は事業者

団体が自主的に設定するルールであり、規約に参加して

いない事業者には適用されないが、商品・サービスの選

択に必要な情報が正しく提供されておらず、一般消費者

の利益保護にならない場合、公正競争規約に参加してい

ない事業者が行う不当表示や過大な景品類の提供につい

ては、消費者庁が景品表示法の規定に基づいて措置を採

り、また独占禁止法の手続規定は適用されないとする、

 
2 7  脚 注 1 裁 判 所  同 事 件  105 ⾴ 21― 25 ⾏  
(https://www.courts .go.jp/app/fi les/hanrei_jp/404/089404_hanrei .pdf  2024 年 4
⽉ 2 ⽇ 最 終 閲 覧 ) 
2 8  消 費 者 庁  公 正 競 争 規 約  
（ https://www.caa.go. jp/policies/policy/representation/fair_label ing/fair_competi
t ion_code 2024 年 4 ⽉ 3 ⽇ 最 終 閲 覧 ）  
2 9 化 粧 品 公 正 取 引 協 議 会  化 粧 品 の 表 ⽰ に 関 す る 公 正 競 争 規 約  
（ https://www.cftc. jp/kiyaku/kiyaku01.html 2024 年 4 ⽉ 3 ⽇ 最 終 閲 覧 ）  
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公正競争規約及びこれに基づいてする事業者又は事業者

団体 (景品表示法第 31 条第 5 項)以外の行為には厳しい

罰則があるとする。 

つまり、薬機法の対象である海外ヘルスケア商品を販

売する事業者は、消費者保護の観点から表示を行って然

るべきであり、同ブランドを取り扱う競合のヨドバシカ

メラは一般消費者が情報をもとに判断し購入できるよ

う、法令遵守した表示を行っている【資料６】。 

【資料６】 
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被告自らが出品削除になるべき不法行為を行ってお

り、ブランドレジストリーを運用する立場として極めて

不適切である。本件ストアでは、ブランドを保護するブ

ランドレジストリーと称し、出品者が登録した商品を出

品停止にしているのは米国アマゾン及び同社の出先機関

である被告法務部であり、被告による不法行為を指摘

し、出品停止にできる第三者機関が存在しないことは明

らかに不合理であり、公正競争を阻害する。 

 

被告は原告が販売する Cath Kidston 社の真正品を、原告のみ

に対し、出品規約にない米国アマゾンから商標の不正利用とし

て１点抽出して出品削除し、Cath Kidston 社からの販売許可が

必要とし、並行輸入品の排除を完成させた。１８０日経てばポ

リシー違反は消えるとして、原告の名誉感情を傷つけ、消えた

後はブランドからの許可をもらえ、あるいは同じ販売者である

被告が販売を認めるものでなければならないとし、原告は手元

にある Cath Kidston 社商品を販売できず、本件ストアで正当に

営業活動を行う権利を侵害した。 

 

  




